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第６章 火山噴火災害対策計画 

 

   第１節 基本方針                        

 

 噴火、降灰（礫）、溶岩、有毒ガス、泥（土石）流、火砕流及び地殻変動等、火山現象

による災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合に、早期に初動体制を確立

して、その拡大を防ぎょし被害の軽減を図るための予防及び応急対策は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

   第２節 火山の概況                       

 

１ 火山の概況 

  北海道における活火山は、別表のとおり常時観測火山９火山とその他 22 火山の計 31

火山が散在している。福島町は、渡島大島の火山周辺市町村に位置付けられている。 

  渡島大島の周囲の漁場は、マグロ・マス・タラ・メバル・イカ・ホッケなどが豊富だ

が、気象の急変する海域であることから、昔から 海難事故があとを絶たない海域でもあ

る。 

   

別表  北海道の活火山 

 

２ 噴火の記録 

  渡島大島には、18 世紀において数回の火山活動の記録がある。記録でみると、1741 年

８月の活動では、大規模な噴火が発生して、渡島半島に降灰があり、また、山体崩壊に

よる津波が日本海沿岸を襲って多数の犠牲者を出した。翌 1742 年および 1759 年にも、

渡島半島や青森方面に降灰したという記録が残されている。また 1786 年ごろと 1790 年

には、渡島大島が煙を吐いていたという簡単な記述が残されている。 
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 (1) 渡島大島の火山活動年表 

邦   暦 西   暦 主な活動 

寛保元年 七月 

 

 

寛保元年～二年 

宝暦九年 

天明六年 

寛政二年 

1741年 ８月 

 

 

1742年1・2・5月 

1759年 ８月 

1786年 

1790年 6月2日頃 

大噴火、降灰（江差、福山） 

津波（日本海沿岸） 

溺死者 1,467名以上 

噴火、降灰（松前、津軽） 

噴火、降灰（青森） 

噴煙望見 

噴煙望見 

 

 (2) 渡島大島全図 
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   第３節 災害予防対策                        

 

 噴火災害による被害を最小限にとどめるため、災害予防に必要な施設の現況及び防災教

育、防災訓練等の計画、また、噴火災害警戒区域の設定について定めるものとする。 

 

１ 災害危険予想区域 

  1741 年渡島大島噴火に基づき、被害を想定すると、火山灰は噴煙とともに上昇し、偏

西風に流され、東方海上並びに渡島半島及び、本州北部に降灰し、噴火後、山体崩壊が

発生すると８～１０分程度で津波が渡島半島に達すると想定される。そのため、第１危

険区域を吉岡地区、第２危険区域として吉岡地区を含む白符・日向・福島までとし、第

３危険区域については全町地区を対象とする。 

   

２ 防災組織及び施設について 

  防災組織については、第２章第１節「防災会議」に定めるところにより準用し、人員

の不足を生じた場合は、同章第３節「住民組織等の利用」により行うものとする。避難

施設については、次のところにより避難するものとし、収容しきれない場合は、避難所

として指定された別の施設を決定し収容するものとする。 

区分 区域 避難施設 

第１危険区域 吉岡地区（松浦～宮歌） 吉岡小学校 

第２危険区域 白符・日向・福島 福島小学校・福島中学校 

第３危険区域 全町 福祉センター・総合体育館 

活性化センター 

 

 

３ 警戒地区 

  町長は、過去の噴火の状況等に基づき、災害の発生が予想される地区を把握するとと

もに、防災マップ（火山災害に関するハザードマップ等）を作成し、住民等への情報提

供を効果的に行うこととする。 

 

４ 避難体制の整備 

  町長は、避難場所及び避難路をあらかじめ指定し、日頃から住民等への周知に努める

とともに、発災時の避難誘導に関する計画を整備するものとする。 

  また、避難生活の長期化が予想されることから、避難場所については、火山災害及び

二次災害のおそれのない場所を選定し、避難生活環境を良好に保つため、施設の整備に

努めるとともに、近隣市町村と避難者の受入に係る協定を締結するなどにより、避難施
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設の確保を図るものとする。 

 

５ 通信体制の整備 

  町長は、円滑な災害情報の伝達及び収集ができるよう代替性を考慮した、通信ネット

ワークの構築に努めるものとする。 

 

６ 防災知識の普及啓発及び防災訓練の実施 

  町長は、平常時から広報紙、学校教育等のあらゆる手段や機会を通じ、災害時に適切

な行動を行うために必要な知識の普及啓発に努め、併せて防災関係機関と連携し、実践

的な防災訓練も実施するものとする。 
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   第４節 災害応急対策                      

 

１ 防災組織 

  生命、身体に関わる突発的な渡島大島の噴火が認められたとき、または札幌管区気象

台から渡島大島の火山活動に関わる噴火警報、または火口周辺警報が発表されたときは、

ただちに第２章第２節「災害対策本部」の定めるところにより、「渡島大島火山噴火災

害・福島町災害対策本部」を設置し、防災関係機関の災害対策組織と連携を図りながら、

火山災害対策を実施する。 

  また必要に応じて福島町防災会議を開催し、防災活動の万全を期するものとする。 

  町は、渡島大島火山噴火災害の予防、応急、及び復旧対策等の防災活動に即応する体

制を確立し、火山噴火災害対策の広域的、総合的な運営を図るため、実施体制の更なる

確立を図るものとする。 

 

２ 噴火警報等伝達計画等 

(1) 噴火警報等の種類 

   火山現象に関する情報は、気象業務法（昭和 27 年法律第 165 号）第 13 条の規定に

より発表される噴火警報、火口周辺警報、噴火予報の３種類がある。 

  「噴火警報・噴火警戒レベル」は、活動火山対策特別措置法（昭和 48 年法律第 61 号）

第 21 条第１項の規定により、札幌管区気象台が北海道知事に通報、同時に同条第２項

の規定により関係自治体、関係機関等に通報または要請される。 
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 (2) 火山現象警報伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北 
 

海 
 

道 

渡 島 総 合 振 興 局 

檜 山 振 興 局 

福 島 町 

北 海 道 電 力 株 式 会 社 

日本赤十字社北海道支社 

東日本電信電話(株)北海道事業部 

北 海 道 森 林 管 理 局 

株式会社ｴﾇﾃｨﾃｨﾄﾞｺﾓ北海道 

出 先 機 関 

 

松 前 警 察 署 

渡島西部広域事務組合 

道警函館方面本部 

防 災 関 係 機 関 

住 民 

団 体 

登 山 者 

JR 北海道函館支社 

函館運輸港湾記者ｸﾗﾌﾞ 

函館海上保安部 

函
館
地
方
気
象
台 

対 策 要 請 

福島消防署 

札
幌
管
区
気
象
台 

NHK 函館放送局 

函館開発建設部 
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(3) 火山周辺市町村 
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３ 災害情報等の収集及び伝達計画 

  火山噴火災害時の、迅速かつ的確な災害情報等の収集及び伝達については、第５章第

２節「災害情報等の収集及び伝達計画」に定めるところによる。 

 (1) 異常現象通報系統図 

 

異常現象発見者 

 

福島町
 

 

 

函館地方気象台 

札幌管区気象台火山監視・情報センター 

 

松前警察署  渡島総合振興局 

 

渡島西部広域事務組合 

消防本部・福島消防署 

福島消防団 

 

 (2) 異常現象通報官署 

 

 

 

 

 (3) 火山の災害の種類とは 

火山災害をもたらす噴火現象と噴出物 

■火砕流・火砕サージ 

■山体崩壊・岩屑なだれ 

■降下火砕物 

■噴石・火山弾 

■溶岩流 

■マグマ水蒸気爆発・ベースサージ 

 

 

 

 

 

 

 

火山活動に伴う二次的な災害 

■火山泥流・土石流 

■地震による崖崩れ・落石 

■地殻変動 

■火山ガス 

■津波 

■酸性雨・エアロゾル 

 (4) 火山の異常現象の種類とは 

■火山地域での地震の群発 

■火山地域での鳴動の発生 

■火山地域での顕著な地形変化（山くずれ、地割れ、土地の昇沈等） 

■噴気、噴煙の顕著な変化（噴気孔及び火口の新生・拡大・移動並びに噴気、噴煙の色、

 量、臭気、湿度、昇華物等の変化等） 

■火山地域での溝水の顕著な変化（温泉の新生、枯渇、量、味、臭気、濁度の変化等） 

■火山地域での顕著な地温の上昇、地熱地帯の新生・拡大・移動及びそれに伴う草木の立

 枯れ、または小動物の異常行動等 

■火山付近の海岸、湖沼、河川の顕著な変化（量、濁度、臭気、色の変化、軽石、死魚等

 浮上及び発泡、温度の上昇） 

 火 山 名    通報先官署   電  話  番  号 

 渡島大島  
札幌管区気象台 011-611-2421（火山監視・情報センター） 

函館地方気象台 0138-46-2212（観測予報現業） 
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４ 避難計画 

  渡島大島の火山噴火災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、生命

または身体等を保護するために必要と認める地域住民及び観光客等に対して、安全な地

域への避難のための立退きを勧告し、もしくは指示、誘導し、または避難場所を開設す

るための計画は、第４章第６節「避難対策計画」の定めるところに基づき、迅速性、安

全・確実性、広域性に留意し、実施するものとする。 

 (1) 基本方針 

  ア 火山噴火による被災地域が、最終的には広域に及ぶとしても、噴火により直接人

命に危険を及ぼす範囲は、時間の経過とともに拡大していくことが予想される。 

    さらに、一挙に大規模な避難を実施することにより生じる混乱を可及的に防止し、   

避難に際しては、最も危険と予想される地域から、段階的に危険地帯を脱出するこ

とを基本とする。 

  イ 近隣市町村への応援要請 

    予想を超える大規模な噴火により、被災地域が広域に及び対応が不可能となった

場合には、北海道及び近隣市町村に応援を要請するものとする。 

 (2) 避難の勧告、指示 

  ア 実施責任者 

    町長は、渡島大島が噴火し、または噴火するおそれがある場合において、危険地

域の住民及び観光客等の生命、身体及び財産に直接被害が生じ、または生ずるおそ

れがある場合は、速やかに避難先、避難経路等を明示して立退きを勧告若しくは指

示するものとし、これらの措置をとった場合は、速やかにその旨を知事（渡島総合

振興局長）に報告するものとする。 

    また、警察官は、町長が立退きを指示することができないと認めるとき、または

町長から要請があった場合は、危険地域の住民及び観光客等に対して、避難のため

の立退きを指示するものとし、これらの措置をとった場合は、直ちにその旨を町長

に報告するものとする。 

  イ 勧告指示事項 

   ・避難対象地域 

   ・避難先（場所） 

   ・避難経路 

   ・避難勧告または指示の理由 

   ・注意事項 
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   第５節 災害復旧                         

 

 火山災害による被害が発生した場合における災害復旧については、第８章「災害復旧対

策計画」の定めるところによる。 

 

 

 


